
＜研修センター講座＞

２０１０年（平成２２年）５月

会　員　各　位

第二東京弁護士会

会長　庭　山　　正一郎　
同　研修センター
委員長　岡　田　  理　樹
同　公法研究会

代表幹事　山下 　 清兵衛
研修会「弁護士の公法戦略と国際戦略」のご案内

規制緩和社会を実現するには予測可能性のある市場ルールの確立が必要とされ、近時、多くの公的規制法が強化制定されています。また、ボーダーレス・エコノミーの時代となり日本の主要な企業は海外に拠点を移動しています。
そこで、法律家も時代のニーズに適応し、公法及び国際租税法の理解力を高めることが必要です。消費者保護法、環境法、租税法、独禁法、金商法、労働法、知財法、福祉法、その他の行政法を専門とされている方は、本研修によって各専門領域の行政法基礎理論、国際租税法を学び、あらゆる行政訴訟の取扱いが可能となりますので、特に有益な研修会です。多くのご参加をお願い申し上げます。
１　テーマ：「公法の法務戦略」
及び　　①ボーダーレス・エコノミーにおける公法の変容

　講師　　　　－租税法の領域における国際租税法の特殊性－


國學院大學法科大学院客員教授　志賀櫻

②行政訴訟における要件事実

駿河台大学法科大学院教授　　　今村隆

③行政訴訟の訴状と処分の同一性
大宮法科大学院客員教授　　山下清兵衛
２　日時：２０１０年（平成２２年）７月１３日（火）午後５時～８時
３　場所：弁護士会館１０階１００３号室
４　受講料：不要（無料）
５　定員：１００名

６　申込方法：公法研究会宛にメール（HZS00325@nifty.com）にて下記要領のとおりお申し込みくださいますようお願いいたします。なお、会場の都合上、定員（１００名）に達し次第、申込を締め切らせていただきますのでご了承ください。
◎問い合わせ先：マリタックス法律事務所（e-mail：HZS00325@nifty.com　TEL：03-3586-3601）

研修センター講座「弁護士の公法戦略と国際戦略」（７月１３日）申込要領
申込先　公法研究会宛（e-mail：HZS00325@nifty.com）

（メールの記載事項）

◎件名　「７／１３公法研究会研修会申込」

◎本文　 ①お名前　　　　　　　　　　　　　　　（　　　期）登録番号　　　　　　　　　

②ご連絡先メールアドレス　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

※レジュメは事前にメールで送付致しますので、当日プリントアウトしてご持参ください。
	・この研修は新規登録弁護士研修及び継続研修として２時間／２単位が認められます。

・開始時間より２０分を経過してからのご出席は、単位認定されません。


